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[論文要旨]
本論は，フランスにおける「社会的経済」という概念の再興と EUにおいて後の社会的経済関
連の政策につながっていった議論の開始が見られた 1970年代から，ジャック・ドロール欧州委
員会委員長による初期の社会的経済に関する取り組みまでを検討範囲とし，当該期間の EUにお
ける政策上の「社会的経済」の位置づけとその意味内容を明らかにすることを目的とする。 1970
年代に欧州全域を襲った不況により多くの企業が倒産する中で経営を続けていた各種協同組合等
に， EU諸機関が注目したことに加え， ["社会的経済」概念を推進しようとするフランス勢力や，
とりわけ 1985年に欧州委員会委員長となったジヤツク・ドロールにより， ["社会的経済Jに関す
る政策が一挙に進められたかに見えた。しかし実際には，社会的経済という概念自体の政策的な
規定の甘さや， EU 内外における社会的経済への無関心や反発により，思うようには進まなかっ
た。
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1. はじめに
本論 lでは，フランスにおける「社会的経済」という概念の再興と， EUにおいて後の社会的
経済関連の政策につながっていった議論が開始された 1970年代から，ジャック・ドロール欧州
委員会委員長による初期の社会的経済に関する取り組みまでに検討範囲を限定し当該期間の
EUにおける政策上の「社会的経済」の位置づけとその意味内容を明らかにすることを目的とす
る。EUは現在に至るまで，社会的経済が関連する政策を断続的に実施しているのであるが，元々
フランス生まれの概念である「社会的経済Jがなぜ欧州、|レベルで使用されるようになったのか，
各種政策の意図や内容，また社会的経済という概念によって具体的に意味している事業体の変遷
等について，詳細に整理された研究は見られない 20
ドロー ルは， 1985年から 1995年までの2期10年にわたって欧州委員会委員長として活躍し
社会的経済に関する政策を積極的に実施していった。彼が先鞭をつけた社会的経済が関わる政策
の中で現在に至るまで流れが続いているのは， 1993年の白書 (EuropeanCommission 1993a) 
を皮切りに準備が進められて 1997年のアムステルダム条約から本格的に開始された欧州雇用戦
略に関連付けての社会的経済の活用であり，この道筋が見えるまではドロール自身も手探り状態
で，思うような成果が出なかったと後に振り返っている (Delors2004)。欧州雇用政策に関連付
けられた「社会的経済」に関する政策については別稿に譲り，本論では，その前段階でのドロー
ルの取り組みを初期の取り組みと位置付け，検討することとする。
なおEUという呼称について，本来であれば， 1958年1月l日から 1967年まではEEC(欧州
l 本論は，筆者修士論文 WEUにおける「社会的経済Jの政策的位置づけ-1980年代(導入期)から 1990年代(定
着期)を中心にーj(2012年度明治大学政治経済学研究科受理)の一部を加筆・修正したものである。
2 主な先行研究として，日本では西川 (1994)や富沢 (1995，1999)がある。これらは本論で検討する時代とほ
ぼ同時代にまとめられており 当時の EUにおける社会的経済に関する議論の盛り上がりを，同時代における
欧州およびEUの動向を踏まえた全体の流れの中で捉えている点で意義があるのだが，その後の研究蓄積を踏
まえて詳細な整理・検討がなされた研究は出てきていない。なお現在では 社会的経済ではなく「社会的企業」
という概念を用いる事も増えている。
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経済共同体， European Economic Community)， 1968年 1月 1日からは EC(欧州共同体，
European Communities)，そして 1993年 1月1日の欧州連合条約発効以降はEU(欧州連合，
European Union) と使い分けるべきであるが，慣例で 1993年 1月以前の取り組みに閲しでも
EUと称する用法もあることから，本論もそれに倣いEUという呼称で統一する 3。もちろん，
EU内の個別の機関について言及する際にはそれぞれの機関名を用いる。
2. r社会的経済Jとは
2-1.社会的経済の歴史と定義
「社会的経済」という概念は，もともと 19世紀のフランスにて誕生した。その頃は，当時支配
的であった資本主義的経済思想及びそれに基づいて形成されていった経済社会システムへの対抗
として生まれた様々な運動・制度・思想、を包括的に指し示す意味で社会的経済と言われていたが，
その後資本主義への対案として社会主義の隆盛と衰退，次いで市場の失敗を補完するものとして
福祉国家の確立が続く中で， r社会的経済」はその求心力を失い，長らくフランスでも使用され
なくなっていた。しかし後述するように， 1970年頃からフランスにおいて再度用いられるよう
になり，その影響は EUの政策にまで及んだ。
本論において用いている「社会的経済」概念の主な軸となるのは，社会的経済を「すべてのス
テークホjレダーの民主的な参加に基づき経営される事業体の総称」として捉える見方である。す
なわち，事業を行う際の意思決定が一部の経営陣(株式会社であれば株主)のみによって行われ，
被雇用者はその決定に従って労働を提供するといった形式ではなく ある事業体で活動する人々
すべてが意思決定に参加できること，そして日常の事業運営に際しでも事業に関わる全ての人の
相互承認関係があり，各人の人間性が尊重されていることが社会的経済をその他の民間営利事
業体を分ける要点である 40 フランスおよびいくつかの欧州諸国では これらの基準を満たす主
な組織として，協同組合や共済組合，そしてアソシエーション 5と呼ばれる組織があり，一般に
3 EUウェブサイトのEUの歴史に関するページでも， 1993年以前の事項も全てEUの呼称で統ーしている。
(http://europa.eulabout-eu/巴u-historylindex_en.htm， 2013年9月23日閲覧。)
4 特に 1970年代以降に登場した社会的経済では，事業体内部のステークホルダーだけでなく，生産者，消費者，
および各事業体の存立する地域コミュニテイの人々など事業体外部のステークホルダーの参加も重視されている。
5 アソシエーションの実態は国・地域により多岐にわたる。たとえばフランスでは，①同窓会のようなごく一部
の関係者の集い(共益的かっ事業性なし)から，②スポーツ振興のための市民向け公開競技会を開催するス
ポーツ・アソシエーション(公益的だが，ボランテイアを基礎としていて事業性は低い).③更には医療費を
支払うことのできない貧困層を含めたすべての人々に医療サービスを提供する医療アソシエーション(公益的
かつ，行政からの補助金や民聞からの寄付を含め事業性がある)などが存在していた(ジャンテ 2009)。社会
的経済のー要素として考えうるアソシエーションの最低条件は 図家から独立しており構成員の自発性に基づ
いた運営ないしは活動をしていることである(前述の例では，①~③のすべてが該当する)。そしてフランス
およびEUの社会的経済において主に念頭に置かれているのは，上記③のように事業性が高いアソシエーショ
ンである。なお社会的経済の中心的な構成要素である協同組合は.r共益的かつ事業性があるJ事業体として
整理される。
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これらが社会的経済を構成する典型的な組織であると認識されている。もちろん，法人制度上こ
れらの法人形態をとっていなくても，実態として民主的な意思決定および事業運営形態がとられ
ている各種事業体も社会的経済に含まれうる。
ただし「社会的経済」という概念に持たせる意味合いは論者により多様である。単に協同組
合・共済組合・アソシエーションといった事業体の総称として社会的経済という場合もあれば，
これらの事業体を念頭に置きつつも，資本主義の限界を乗り越え市場をより人間的にする経済こ
そが社会的経済であると広く捉えて用いる論者もいる 6。また社会的経済に含みうる事業体とし
て，市場での経済活動を行う組織のみを指すのか，それとも市場以外から調達する資源(例えば，
行政からの補助金や助成金，民間のボランテイア)をも活用しつつ事業を実施している組織も社
会的経済に含みうるのか，といった点も論者により用法が異なる。 EUの政策においてはどのよ
うな用法がなされているのかという点は，本論を通じて検討してゆきたい。
2-2.社会的経済の時代区分
社会的経済という概念で示しうる組織は，聞や地域，時代 更に論者によっても多様なのであ
るが，本論で検討する EUの社会的経済に関する議論を整理する上では，次の二つ時期区分にお
ける社会的経済の特徴をおさえておく必要がある。
一つは.19世紀後半から 20世紀にかけて既にその活動の萌芽がみられた，伝統的な生産協同
組合(農業協同組合・漁業協同組合・協同組合銀行)や消費協同組合，共済組合等である(石塚
2007)。これら組織については第二次世界大戦以後，法制度が整備されてゆき.EUにおいて社
会的経済関連の議論が開始される 1970年代には 既に欧州国民経済で一定の規模を誇るように
なっていた。反面，事業の拡大や組織間合併による組織の大規模化が進められ，従来の共益組織
としての性格から事業的側面の重視に傾倒してその他の民間企業との区別が見えにくくなり，新
たな社会ニーズにも応えなくなってきているとの批判も受けていた (Fraisse209; Lavile et al. 
2007)。これらの組織を，本論では「伝統的な社会的経済」として分類する。
もう一つは.1970年代頃に出現し始め80年代から 90年代にかけて活発化していった組織で，
実態としては「社会的協同組合」や「社会的企業J.更には「コミュニテイ・ビジネス」と呼ば
れているそれを指す。これら組織は主に.1970年代以降の社会経済状況の変化に伴う人々の新
しいニーズに呼応して登場した。例えば，高齢化に伴って需要が増した高齢者介護サービス，女
性の社会進出に伴った保育サーピス 障がい者の職業訓練及び就労の場となることを目的とした
様々な事業体などが存在し，新たな社会ニーズに対応するだけでなく 地域に新たな雇用を創出
6 例えば，一時期フランス社会党政権の首相も務めたミシェル・ロカールも，社会的経済に関してこのような捉
え方をしていた(ロカール 2009)。市場を人間的にする，という表現の意味は明確でなく，検討が必要である
が，本論では立ち入る余裕がない。ここではまず，社会的経済を市場内の単なる一事業体の集合体として見る
のではなく，何らかの意味で市場自体の性質を変えうるものと捉えられている点を指摘しておきたい。
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していった点が特筆される。更に. 1970年代後半から欧州全体を覆った「ユーロ・ペシミズム」
と呼ばれるほどの経済不況によって多数の企業が倒産し失業者が一挙に増大したことを背景に，
失業者自らが中心となって「労働者協同組合 7Jを組織する例も多く見られた(中野 2002)。こ
れら 1970年代以降に登場した新たな事業体を総称して「新しい社会的経済」とい呼ぶことにす
る80 EUの政策における「社会的経済」の取り扱いをみてゆくと，その意味あいが「伝統的な
社会的経済Jを指している場合と 「新しい社会的経済」を指している場合とで揺らいでいるこ
とが見え，その揺らぎが社会的経済に関わる政策議論をより複雑なものにしていたとも考えられ
る。
2-3. フランスにおける「社会的経済Jの再興
EUにおいて「社会的経済」という概念が用いられる前段階には. 1970年代におけるフランス
での「社会的経済」の再興があった 9。この背景には，資本主義の限界を乗り越える体制として
期待されていた社会主義がソ連崩壊と共に説得力を失ってしまったこと 人々が物質的な豊かさ
から精神的な豊かさを求めるようになっていったこと等の思想的な背景も関係していたと思われ
るが(西川 1994).ここでは「社会的経済Jが再び人々に使用されるに至った直接の契機と言え
る2つの出来事について紹介する。
一つには，既に法制度的・経済的地位を確立しており 各組織聞には特段の協力関係が見られ
なかった「伝統的な社会的経済」を構成する主要組織(協同組合 共済組合，そして主に市場で
の事業活動を行っていたアソシエーション 10)が，フランスおよび欧州経済における 1960年代
末頃からの市場の自由化や国際化の進展により国内外での競争が激化する中で，事業体の存続を
維持するため，共通する特徴を持った組織同士で結束し協力関係を深めていった事が挙げられ
る。これら団体は 1976年に 協同組合共済組合 そしてアソシエーションの全国団体相互の
連絡委員会としてCNLAMCA(Comite national de liaison des activites mutualises. coopera-
tives et associatives :共済組合・協同組合・アソシエーション全国連絡委員会)を結成し，その
7 労働者協同組合とは，労働者自身が出資・労働・管理する協同組合である。ここで言う「労働者」はそれぞれ
が同協同組合の「組合員」であり，組合員一人ひとりが出資をして事業を立ち上げ，自ら働き，また経営に|刻
する意思決定も自ら行う事から，各組合員の事実上の性格は「労働者であり，経営者であり所有者でもある」
と整理される。以上の事業方式をとっている組織であれば.その事業は何であれ「労働者協同組合」と称しう
る。なお，雇用者に対して被雇用者である労働者が連帯し，賃上げ要求や労働環境整備要求を行う労働組合と
は異なる。
8 ["新しい社会的経済」という捉え方はDefournyet al. (2001)等で示されている。本稿では 1970年代以前の社
会的経済との差異を明確にするため 更に「伝統的な社会的経済」という概念を導入した。なお「伝統的な社
会的経済」と「新しい社会的経済Jの聞には他にも多微な特徴がある。石坂 (2007)などを参照。
9 その後「社会的経済J概念は，欧州諸国のうち特に，イタリア，スペイン，ベルギー内のフランス語圏など，
その言語がラテン語の影響を受けている国々にも広まっていった。
10 同じアソシエーションでも.ボランテイア団体やアドボカシ一団体なと'の|刻わりは浮かったとされる。
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1977年の全国大会にて，各組織の総称として「社会的経済」を使用することが確認されたので
ある。 CNLAMCAはEUの機関の一つである経済社会評議会(欧州委員会の諮問機関)との結
びつきも強く， 1977年および1979年の全国大会の際には経済社会評議会から後援として資金援
助も受けていた(北島 1997)110 
更には， 1981年5月に政権を取り戻した社会党がその政策で社会的経済を大きく扱った事・も，
社会的経済という概念がフランス圏内で再び使用されるに至った大きな要因となった。前述の
「ユーロ・ペシミズム」の影響はフランスにも及んでおり，社会党政権はミッテラン大統領(在
任期間1981年5月21日-1995年5月17日)の下，計画経済・企業の固有化によって経済的危
機からの脱出を目指す独自の経済政策 12を進めていった(和田 2011)。同時に社会党は，当時フ
ランスで隆盛していた自主管理思想を重視しており 自主管理の実質的な担い手のーっとして社
会的経済組織に着目していた。そして 1981年12月25日の政令に，フランスの実定法において
初めて「社会的経済」という表現が書き込まれ，同時に政府内に社会的経済省庁連絡委員会
(Delegation interministerielle a l'economie sociale: DIES)が設置されたのである。同政令では，
社会的経済が「共済組合，協同組合，およぴ非営利組織の内，その生産活動により協同組合・共
済組合と同列におかれるもの」として規定されており，ここに「社会的経済」を協同組合，共済
組合，そして市場にて生産活動を行っているアソシエーションの総称とする用法が，フランスに
おいて一定の定着を見たとされる(北島1997)。
ただしミッテラン主導による上記の経済政策自体はむしろ経済状況を悪化させ， 1983年から
は当時フランス政府の財務相で後に欧州、|委員会委員長になるジャック・ドロール 13の主導によ
り，経済緊縮政策への転換が図られる。ドロールは，フランス経済が今後も安定した成長を遂げ
るためには欧州経済全体の活性化が不可欠であるとの考えから フランス国内レベルのみならず
欧州レベルでの仕事にも強い関心を抱くようになり 1985年には欧州委員会委員長に就任する
に至った。同時にドロールは「社会的経済」への関心も強く持っていた。彼は 1968年の五月革
命以降に活発に見られた自主管理運動や若者による起業活動に注目しており，地域レベルで新た
な雇用を生み出しているこれらの「新しい社会的経済」は，来るべきサービス産業中心の経済構
造において重要で、あると考え 14 欧州委員会委員長としても社会的経済の促進に精力的に取り組
1 この間の詳細な経緯については北島 (1997)参照。
12 当時，イギリスやドイツなどの他の欧州各国やアメリカも，基本的に市場競争原理を活用した経済政策をとり
規制緩和や民営化を推し進めていたのに対して ミッテランは逆に国家管理経済を強め企業の固有化を推し進
める真逆の政策を選択したという意味で「独自の政策」であると言える(和田 2011)。
13 ドロー ルは銀行動めを経て， 20代半ばにはキリスト教労働組合の経済顧問を務めた後に，パリ第9大学で経
済学の教員を務め， 1974年に社会党に加わった。 1979年から 1981年のミッテラン政権誕生前までは欧州議会
議員を務めており， ミッテラン政権誕生直後からフランス閣内政治に戻り財務相を務めた(平島 2004)。
14 この考えから， ドロールはパリ第9大学教員時代には大学内に「仕事と社会の研究センター (Centrede 
recherche travail巴tsociete) Jを設立して自らが所長となり，新たな起業組織として「新しい社会的経済」の
研究を進めた。
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んでいったのである (Delors2004)。またミッテランも，フランス囲内では実現できなかった「社
会民主主義jおよび「コーポラテイズム体制」を欧州レベルで実現させるため EU政治にも積極
的に関与していっており 15 1970年代から 80年代にかけての EU政治におけるフランスの発言
力はいっそう大きかったと見られる 16。以上に述べたフランスの社会的経済を巡る動向とフラン
ス社会党関係者の動きからの影響を背景として， EU諸機関においても「社会的経済」という概
念が徐々に使用されるようになってゆくのである。
3. EUにおける社会的経済に関する議論の開始
3-1. 欧州議会おける議論
EUの政策論議において社会的経済という用語が使われるようになってゆくのは 1970年代後
半頃からである。ただし当時はさほど多くの人に使用されていた訳ではなく，欧州議会で数名の
議員がその語を用いていたことが確認される程度で その他の多くの議員や EU各機関発行の公
式文書等では， r協同組合」もしくは「協同組合・アソシエーション・非営利組織等」といった
用語が使われる場合がほとんどであったのだが，それらの議論は後に「社会的経済J関連の政策
に続いていった (EuropeanParliament 1983等)。
後の「社会的経済」関連の政策に続く議論が本格化する契機となったのは， 1980年に欧州議
会において2名の欧州議会議員から提出された2つのレポート 17である。これらのレポートでは，
欧州全体を襲った経済危機により多数の企業が倒産し失業問題が深刻化する中でも経営を続け，
一定規模の雇用者数を維持している協同組合ないしは協同組合アソシエーション (theCoopera-
tive Associations)に対し， EUは注目してゆくべきとの主張がなされた。これらの主張を受けて，
欧州委員会の経済金融問題委員会 18 (Committee on Economic and Monetary Affairs)は欧州議
会議員であるミーア (Mihr)氏を代表者に指名し， EU各加盟国における協同組合についての詳
15 具体的には， EUの政策において社会的側面を強化する方針を強く主張し， 1979年末に英国首相となった保守
党のマーガレット・サッチャー(首相在任期間 1979年-1990年)が主導する新自由主義的政策の導入圧力に
対f元するため， EUに「ソーシヤル・ヨーロッパ」という政策スローガンを提唱するなどの動きを見せた(恒
}I 1992)。
16 厳密には社会党の中でも，国家主導の計画経済の一つの担い手として社会的経済に着目していたミッテランを
はじめとする伝統的な社会党勢力と，主に「新しい社会的経済Jに着目していたドロールや後にフランス首相
となるミシェル・ロカールなどの「セコンド・レフト(新左翼)Jと呼ばれた人々の聞には，政治的な溝が存
在したとされる (Fraisse2009)。これにより. ドロールはミッテランによるフランス国内政治から欧州レベ
ルでの政治舞台である欧州委員会委員長の立場へと追放されたとの指摘もある(グラント 1995)。更にこの社
会党内での「社会的経済」に対するとらえ方の遠いが， EUにおける社会的経済関連の政策の混乱にも影響を
及ぼしていると思われる。今後の検討課題とする。
17 Motion for a Resolution tabled by Mr. Bonaccini and others of 18 July 1980 (Ooc.1-327/80) 
Motion for a resolution tabled by Mr Filippi and others of 4 Oecember 1980 (Ooc.l-669/80) 
18 同委員会における 1979年から 1981年の委員長は.後に欧州、l委只会委只長として社会的経済関連の政策を牽引
するドロールであった。
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細な報告書を作成させた。それは『欧州共同体における協同組合運動』と題する報告書(通称.
ミーア・レポート)として 1982年に提出された (EuropeanParliament 1982)。
1983年の欧州議会では， ミーア・レポートに基づいて協同組合やそれに類する各種アソシエー
ション(以下， ミーア・レポートに関する記述では協同組合として総称する)に関する議論が展
開され，協同組合の可能性について多くの欧州委員会議員から多様な意見が述べられた 19。傾向
としては， とりわけ社会党系や社会主義系のグループに所属する議員が協同組合の持つ価値につ
いて幅広く言及していたが，党派を超えて特に目立った否定的意見は見受けられなかった。ここ
に，危機に瀕する欧州経済の下における協同組合の役割，特に中小規模の事業体として経済危機
の中でも安定的な経営を維持している点や様々な経済・社会的変化に柔軟に対応しているという
点について， EU各国・各議員の聞に広いコンセンサスがあることが明らかになった (Europen
Parliament 1983; EESC 1986)。協同組合の中でも，特に協同組合の「復活Jとして労働者協同
組合が注目されており，経済危機下における新たな雇用の創出と，経済的に衰退した地域の再生
に貢献している点が評価されていた 20 (European Parliament 1983 p.l16)。
この議会における決議の要点は以下の通りである(表1)。全体として，まずはEUが協同組
合の役割を積極的に把握し， EUの政策策定及び実行におけるパートナーとして認知することが
表1 協同組合に関する欧州議会決議項目
①協同組合を，全ての経済・社会問題に関して，欧州共同体の各機関との議論のパー
トナーとする。また，協同組合各組織も自らの意見を集約する。
② 欧州議会は，協同組合には社会的価値があり，市場競争を悪化させずに欧州共同体
の政策目標を達成しうるものと見なし，協同組合を促進することは欧州共同体の利
益につながると考える。
@ 欧州委員会に対し，経済危機下における協同組合の役割lについて更に検討するよう
促す。
④ 欧州委員会に対し，地域政策・開発政策に協同組合やその他関連組織を活用するよ
う促す。
⑤特に危機に晒された地域 ロメ協定に調印した地域での協同組合の役割についても
調査を進めてゆくよう欧州委員会に求める。
⑥ 欧州議会は欧州委員会に対し，欧州共同体から協同組合等への物質的・技術的・資
金的支援を求めてゆく。
⑦ 欧州議会は欧州委員会に対し，各加盟国の協同組合に関する調査を進めるよう要求
する。
③ 欧州議会はEU諸機関に対し，今回の決議を確実に実行するよう働きかける。
出所:EESC (1986) p.9-1Oより筆者作成。
19 この時，フランスの著名な社会的経済の実践家・理論家であるジャック・モローは欧州議会議員を務めており，
協同組合の役割に関して丁寧な説明を示している (EuropeanParliament 1983)。
20 この議会では欧州委員会委員も発言をしている。彼も労働者協同組合について「失業改善の万能薬には成りえ
ないが，地域レベルにおいて自助を促進することによる(地域の人々の.訳注)自信の回復に貢献する」と評
価し後日，欧州委員会として「地域レベルにおける小規模雇用創出に向けた行動計画」を閣僚委員会に提出
する意向であると述べている (EuropeanParliament 1983 p.1l6)。
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掲げられている。具体的な協同組合への支援策や，いかなる政策枠組みの中で協同組合を活用し
てゆくかといった点への言及はまだ見られず，政策議論における協同組合の取り扱いという点で
はまだ初期段階であると言えよう (EuropeanParliament 1983; EESC 1986)。
欧州議会以外の EU各機関においても協同組合やそれに類する組織への注目が高まっていっ
た。欧州委員会は，基本的に先の 1983年の欧州議会からの提案を受け入れる立場をとると共に，
欧州委員会としても「協同組合モデル」がEUの政策の中で貢献しうる分野として，雇用・地域
開発・開発援助の3点を挙げている (EESC1986)。
経済社会評議会は，欧州議会における議論が開始される以前から協同組合を重要視しており，
なかでも失業対策分野の政策に協同組合を活かすことができると考えていた。経済社会評議会内
の環境・公衆衛生・消費者問題を担当する部門では 欧州、|域内の観光産業政策で協同組合と共同
行動を行う展望を示す一方，前述の CNLAMCAなどフランスにおける社会的経済関連の組織と
のつながりを深めたり，各国のアソシエーションに対する情報提供，及び意見交換を進めたりと，
社会的経済関連の組織との連携を強めていった (EESC1986)。
閣僚理事会においても.1984年に「失業との闘いにおける地域雇用イニシアテイヴへの貢献
コレクティヴ
に関する決議J21が採択され，協同組合をはじめ共同的な形態を取る企業を評価していた。この
決議において注目された事業体は協同組合に限らず，自主経営企業グループや地域コミュニテイ
組織，その他地域のイニシアテイヴ全般が挙げられていた (EESC1986)。
ここまでで，まだ「社会的経済」という概念自体の使用は限定的で、あったものの，事実上，社
会的経済と呼ぴうる各種組織への注目がEUの各機関において高まっていったことがわかる。ま
たここまでの議論からは，第二次世界大戦以前から存在しておりすでに一定の経済規模を保持し
ていた「伝統的な社会的経済」だけではく 1970年代の経済危機及び福祉国家体制の限界を背
景に地域レベルで失業対策・地域再生に取り組む組織への注目も高かった。ただし当時は，それ
らの組織に適した法人格も整備されておらず 「協同組合J.r協同組合アソシエーションJ.r共
同型組織」など様々な呼称で紹介されているが概ね「新しい社会的経済」と称しうる組織であっ
たと言えよう。
3-2.社会的経済に関する統計調査の実施 (1986年報告書)
表lの⑦にある 1983年の欧州議会における決議を受けて.EUでは協同組合，共済組合，ア
ソシエーションに関する初の統計調査が実施されることになった。その後2年間の調査を経て
1986年に経済社会評議会から発行されたのが.r欧州共同体における協同組合，共済組合，非営
利セクターとその組織j(以下.1986年報告書)である (EESC1986)汽この報告書において，
21 Council r巴solutionof 7 June 1984 on the contribution of local employment initiatives in combating unemploy-
ment， OJ C 161， p.3 
22 既に 1985年にドロールが欧州委員会委貝長に就任していることから， 1986 "1;報告書についても本論4章で述
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EUの公式文書としてはおそらく初めて， EU (正確に言えば，経済社会評議会)による「社会
的経済」に対する認識が紹介されることとなった。
間報告書によれば，当時のEU加盟国(合計10カ国)の人口2億2700万人のうち約5500万
人が協同組合の組合員， 6000万人以上が共済組合の組合員，約4600万人(推計)がアソシエー
ションのメンバーであることが示され EUの政策上無視しえない存在になっていると指摘され
ている (EESC1986;富沢1995)。また， EUの政策においてこれらの組織が貢献する分野として
は，経済発展，開発援助お，雇用問題，地域発展，産業(特に旅行・観光産業 24) と多岐にわた
る分野が挙げられており，先に検討してきた通り EU内の複数の機関において多様な視点から
その活躍が期待されてきたことが伺える。ただし 1986年報告書では，統計作成上の手法として，
一国レベルないしは欧州レベルの全国組織(いわゆるアンプレラ組織)とそれに加盟している組
織に限定して調査がなされているため，統計に反映されているのは主に「伝統的な社会的経済J
であり， 1970年代以降に出現した各地域における多様な個別の事業体である「新しい社会的経済」
は，十分に把握できていないように思われる。
次いで、社会的経済の定義が紹介されている。ただしこの1986年報告書では，社会的経済の語
源であるフランス語rEconomieSociale (エコノミ・ソシアル)Jの英語訳がまだ確定していな
いおとして，フランス語表記のまま記載されている (EESC1986)。
EUが着目する意味での「社会的経済」含まれる事業体については 組織の内部構造が「内部
の連帯Jによって特徴づけられ外部的には一般の市場で他の事業体と競争するものであり，市
場で競争する際には多くの場合中小企業の形態をとると説明されている (EESC1986)。更には.
フランスでは事実上「社会的経済」として協同組合，共済組合，そして事業活動を行うアソシエー
ションを指す用法が人口に贈来していると紹介した上で， 1986年報告書もこの組織形体による
規定を踏襲するとしている。
一方で，社会的経済をこれらの組織によって規定するというフランスの実態に基づいた見方
が，実際に「組織内部の連帯」を特徴とする組織の総称として適応しうるのはフランスにおいて
だけであり，大部分のEU加盟国では必ずしもあてはまらないおとして，本報告書内では「社
べるドロール欧州委員会委員長下での取り組みに分類することもできるのだが，同報告書が1983年の欧州議
会での決議を受けて作成されたものである点を考え， ドロールによる取り組みとは分けて記載している o
23 開発援助とは， EUからの発展途上国に対する支援のことを指し それに協同組合が貢献しているという(石
塚 1997)。
24 日本にはあまり見られないが欧州では旅行観光業を行う協同組合がある。
25 フランス誇の「エコノミ・ソシアルjを英語や日本語にそのまま語の意味を置き換えて「ソーシャル・エコノ
ミー」や「社会的経済jとすると，その語が本来持っていた意味あいが薄れてしまうとの問題については，西
川 (1994)も指摘している。しかし現在では， rエコノミ・ソシアル」の訳語として「ソーシヤル・エコノミー」
「社会的経済」が一般的となっているので，本稿でもその訳語を踏襲している。
26 r社会的経済」があまり知られていない国の例として，イギリス. (西)ドイツ，オランダ，デンマーク，アイ
ルランドが挙げられていた (EESC1986)。
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会的経済Jという語の使用は避けると明記しである (EESC1986) 270 
ここまでで，r新しい社会的経済Jが十分に反映されているとはいえない等多少の制約はある
もののようやく社会的経済に関する統計調査が進み，政策において社会的経済を取り扱う準備が
整ってきた事がわかる。また， 1986年報告書において必ずしも EUの全加盟国に普及しておら
ず公式文書上は使用しないと結論づけられた「社会的経済」概念であるが， 1985年に欧州委員
会委員長となったドロールのイニシアテイヴの下， EUの各種政策において一挙に使われてゆく
ようになるのである。
4. ドロール欧州委員会委員長下における初期の取り組み
ドロールは 1985年に欧州委員会委員長に就任すると，まず欧州域内市場の完成に向けた単一
欧州議定書の発効や，社会的側面を充実させるために社会憲章の採択などに取り組み，非常に多
くの功績を残した。歴史上， もっとも成功した欧州委員会委員長の一人とも言われている (Ken-
dal et al. 2009)。
それではドロールは，社会的経済に関していかなる政策を実行し またその帰結はどうなった
のであろうか。本論冒頭にて述べたとおり，今回はドロールが主導した社会的経済に関する政策
の中でも，欧州雇用戦略と結ぴつく以前の取り組みに焦点を当てる。
4-1.域内欧州市場における「社会的経済セクタ-J (1989年報告書)
欧州委員会において「社会的経済Jが明確に取り扱われる大きな契機となったのは，欧州委員
会が1989年 12月に閣僚理事会に対して提出したコミュニケーション(以下， 1989年報告書)
である。表題は r社会的経済」セクターにおける事業:欧州の「国境なき市場」の中でJとなっ
ており， 1986年報告書において EU全加盟国に浸透している訳ではないので使用しないと結論
づけられた「社会的経済」の用語が，突然報告書の題名に使用されている。この転換の直接的な
理由は明らかでないが，当時は社会的経済に関してドロールの強力なイニシアテイヴがあったこ
とに加え，従来から社会的経済に関心を抱いていたミシェル・ロカールが1988年にフランスの
社会党政権において首相に就任し(在任期間 1988-1991)，更に 1989年7月から半年間の閣僚理
事会議長国がフランス人であった(北島 1994)など，政策上「社会的経済」を広める政治的条
件が一気に整った時期でもあった点を指摘しておきたい。またフランスやベルギー，スペインの
「社会的経済」を支持するグループによるロビー活動も活発化していた (Wulker1995)。
27 ここで定義された社会的経済セクターが，民間営利セクターとも公的セクターとも異なる「第三のセクター
エコノミ ソン γル
(サー ドセクター )Jなのかという問いに対しては 社会的経済セクターのどの点に治日するかによって判断が
分かれるという。即ち，組織の内的な巡干1の機能を重視すれば，第三の新たなセクターであると結論づけるこ
ともできるし，組織の外面的な活動に着目すれば，民間j')営利企業とl，i1微にil坊のルール従うものであり，特に
新たなセクターを形成するとはみなされないとする。そしてフランスでは前者の「第三のセクター」とする見
解が主であり， ドイツではそうはみなさないという (EESC1986; 'I;Y沢1995)0
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1989年報告書の内容は， 1986年の単一欧州議定書を皮切りに進行する域内市場統合において，
「社会的経済」セクターの活躍の可能性としてどのようなものがあると考えられるのか，またそ
の可能性を発揮するためにEUとしてどのような政策的配慮が必要か， という点に関する検討が
主となっている。社会的経済セクターを特別に優遇せよと主張するものではなく，社会的経済セ
クターも市場において他の伝統的な民間営利企業と競争せねばならないのであるから，それらと
少なくとも同等に競争ができる環境整備をしなくてはならないとの考え方に基づいてまとめられ
ている (EuropeanCommission 1989)。また 1989年報告書では， r社会的経済」ではなく「社会
的経済セクター」と常に表記されている。
それではこの「社会的経済セクター」という概念により 具体的にどのような組織が想定され
ていたのだろうか。同セクターを構成する組織の一例とそれらの特徴として挙げられていたもの
は以下の通りであるお(表2)。多岐にわたる組織が挙げられているが，これら組織を社会的経
済セクターという概念によって一括りにすることの要点は，組織内のメンバ一同士の連帯を基礎
に，民主的な経営，および財・サービスの生産がなされているかどうか，という点であるとされ
る。
ただし，表2のように多岐に渡る組織を社会的経済セクターとして規定してはいるものの，
1989年報告書では事実上 地域レベルではなく欧州市場全体で経済活動を展開している組織，
ないしは展開しうる組織が検討対象とされており， r市場で経済活動を行う組織」以外の組織(つ
セルフ・ヘルプ
まり，情報提供サービス，アドボカシー活動， 自助グループや中間支援組織等)は検討対象か
ら外されていた。その上で事業体聞の合併事業分野の専門特化，もしくは新たな事業領域の
開拓に取り組んでいる組織が積極的に評価されており 他の組織もこのような取り組みを強める
べきであると述べられていた。
表2 社会的経済セクターを構成する組織とその特徴
① 消費協向組合 欧州の小売り事業高の 10%を占める。
② 農業協同組合 欧州農産物の生産・加工・販売シェアの60%を占める。|
③ 協同組合銀行など協同組織金融機関 欧州の人々の貯金先の 17%を占める。
④ 共済組合 約4千万世帯が加入している
⑤ 建築・建造，印刷・ガラス製造，旅 近年，若者の就労の場，設退地域における雇用機会と
行事業，住宅供給，職業訓練などの なっている。地域経済イニシアティヴを発展させるため
分野の社会的経済(労働者協同組 に組織された協同組合やアソシエーションであり，今や
合，手工業協同組合という組織形体 欧州全域で活発化している。
をとる)
出所 European Commission (1989) pp.4-5.より筆者作成。
28 ここで挙げられた各社会的経済組織はごく一部の代表的な組織である。法人形態としては固によって多様であ
り，協同組合・共済組合・アソシエーションそれぞれについての法規定も国によって異なる点，そしてこの3
つの法人以外にも社会的経済に含むことのできる組織が存在し得る点は， 1989報告書でも指摘されていた
(European Commission 1989 p.5)。
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同時にEUとしては，これら欧州レベルで活動する社会的経済セクターを後押しするために，
社会的経済組織のための欧州レベルでの新たな法制度の設立，各国の社会的経済に|刻する法律
(各国の協同組合法等)の調和化，また各国地域で活動する社会的経済組織向けには欧州梢造1ら
金から更なる支援を行うべきであるとの提案がなされている (European Commission 1989)。
1989年報告書全体を通して指摘できるのは 1970年代末から 80年代初期の議論では，特に扉
用創出等の分野で「新しい社会的経済」に対して多くの期待がかけられており，実際に 1989年
報告書でも，表2の⑤にも見られるように「新しい社会的経済」に期待する文面が散見するので
あるが，実際の政策提案としては欧州域内市場全体で活躍する事業体に焦点が当てられており，
ローカル・レベルで地域発展のために活躍する組織に関する考察やそれらに対する政策的な具体
的提案は特に見うけられないことである。地域に根差した「新しい社会的経済」が欧州域内市場
拡大と共に事業範囲を拡大するとは考えにくく，これらの組織を政策として促進するためには今
回提案された事とは別の方策が必要なはずなのだが そういった点に関する考察はあまり見られ
ない。
言い換えれば，社会的経済という用語を使ってはいるものの.1989年報告書にて検討対象と
なっているのは基本的に既に市場にて一定の経済規模を占めている「伝統的な社会的経済Jに限
定されており，欧州域内市場が完成し市場競争が激化する中で，伝統的な社会的経済も他の民間
営利企業と同様に欧州レベルでの事業展開を進めてゆくことが求められていたとも結論づけられ
る。あくまで市場で経済活動を行う事業体の一分類方法として. I社会的経済セクターJという
概念が利用されていたと言うこともできるかもしれない。
4-2.社会的経済部局の設置と再編
ドロールが中心となった社会的経済関連の取り組みの中で更に特徴的であったのが，欧州委員
会における 1989年の「社会的経済部局」の設置である。欧州委員会という大規模組織に「社会
的経済」の名が冠された部署が新設された事については 日本の研究者からも注目されていたの
であるが(富沢 195.西川 1994等).実態はどうであったのだろうか。同部局が1995年に発行
した部局紹介パンフレット (SocialEconomy Unit 1995)を中心に見てゆこう。
社会的経済部局は，欧州委員会の第23総局という中小企業に関する政策全般を取り扱う部署
に設置されていた。当時の欧州委員会では，基本的に社会的経済は中小企業の一種として扱われ
ていた事が見て取れる。欧州委員会のスタッフ総数約2万人の中で社会的経済部局のスタッフは
14名で，年間予算も欧州委員会全体の約5%程度であったことから (Kendalland Anhire 
1999) .欧州委員会内では非常に小さい規模の部局の一つであったと言えよう。
社会的経済部局の目的は，欧州単一市場形成が進む中で社会的経済を欧州レベルで促進・強化
する事であった。具体的には表3に掲げる役割を目指しており，社会的経済に関する統計の作成，
各社会的経済組織向けの欧州レベルでの法律策定，社会的経済への財政支援・情報提供・その他
??
日々の運営支援といった取り組みを行っていた。これら全ての取り組みを部局のみで実施すると
いう訳ではなく，統計作成にあたっては経済社会評議会をはじめとする EU内の緒機関に作成を
促したり，現実の社会的企業各組織への支援にあたってはいくつかの欧州レベルの社会的経済関
連団体とパートナーシップを結びながら取り組みを進めていったりと，阿部局は社会的経済促進
に向けた EU内外での旗振り役を担おうとするものであった。限られた予算と人員であった事も
あり成果は限定的であったとされるが，まだ萌芽期にあった「新しい社会的経済」の実態把握を
行うための調査研究や，社会的経済のステークホルダーがEUの政策に関して意見を述べること
ができる「社会的経済に関する欧州会議 (Europeanconferences of social economy) Jの定期開
催など，重要な取り組みも見られた (DIESIS2008) 290 
ただし.やはり欧州委員会内ですら小規模な組織であった事もあり • EU政策全般に与えた影
響力は更にわずかであったようである。そのことを示す例として社会的経済部局が1993年に提
出したワーキング・プログラム (EuropeanCommission 1993b)に関する顛末がある。ワーキン
グ・プログラムには，岡部局が1994年から 1997年にかけて取り組もうとしている事項について
まとめられており，実際にそれらを実行するためにはEU加盟国やEU各機関の承認が必要で、
あった。 EU加盟各国の賛成を得て欧州委員会及ぴ欧州議会での審議は通過したのであるが，最
終的な承認権限を持つ閣僚理事会において長きにわたり議論がなされず，最終的には既に実施予
定の期間を超えた 1997年に欧州委員会自ら取り下げるという事態があった。閣僚理事会が議論
を放置した要因は明らかではないが 他にも議論案件がある中で優先順位が低く，注目されてい
なかったのではないかと指摘されている (DISES2008)。
社会的経済部局の設立自体も 必ずしも欧州委員会における多くの賛同を得て進められたもの
ではなかった。同部局の設立にはドロールの強力なイニシアテイヴが働いており，その背後には
フランス(とりわけ，当時政権を握っていた社会党系の流れ)からの影響が非常に強かったとさ
れる。 ドロールが指名して社会的経済部局局長となったラマデイエは，当時のフランスの首相で
あったミシェル・ロカールと政治的立場が近いフランス社会主義勢力の人物で、あった。また部局
の活動内容の決定に際しては.2-3で述べたフランス政府の社会的経済省庁連絡委員会 (DIES)
に大きく依存していたとされる (Kendallet al. 2009) 0 EUの内部関係者へのインタビューも踏
まえてEUにおけるサードセクタ一関連の政治的プロセスについて分析を行った Kendalland 
Anhire (1999)によれば社会的経済部局は活動目的として表3の事項を掲げてはいたものの，
ある内部関係者の中には r(社会的経済部局の運営には)何の指針もなかった。」等と榔撤する者
もいたという (Kendalland Anhire 1999 p.292)。
最終的に，この社会的経済部局は 1999年に一端廃止される。ただし2000年の欧州委員会の部
m その他の取り組みとしては，社会的経済の発展及びその経済活動を円滑化させるための経済環境整備に関する
調査研究，社会的経済組織聞のネットワーク構築推進，社会的経済諸組織に対する欧州構造基金の活用方法に
関するセミナー開催などがある (SocialEconomy Unit 1995)。
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表3 社会的経済部局の役割
協同組合-共済組合・アソシエーション・財団セクターを強化するイニシアテイヴをと
ること。
同セクターの調査分析の尖施。
同セクターに関連する EUの各純政策の幣令官!:を的:保すること。
存在する同セクターの代表的迎合組織と述絡を取り合うこと。
同セクターにおいてまだ組織化されていない部分との関係を築くこと。
意思決定者として，同セクターに対する認織を向上させること。
同セクターが直面している課題を調査すること。
その他のEL'機関に関連する問題に関して 欧州委員会を代表すること。
出典:Social Economy Unit (1995) p.5 
局再編ぬで，第23総局自体が企業総局 (DGEnterprise)に改変・吸収された事に伴い，社会
的経済に関する事項は同総局内のE3ユニット (Crafts.Small Enterprises. Cooperatives and 
Mutual Societies)にて取り扱われることになった。
「社会的経済」の名を冠した部局が欧州委員会に設置され，実際にいくつかの取り組みがなさ
れる中で，欧州委員会が社会的経済について議論をする仕組みは徐々に整っていったとも言え
る。しかし必ずしも欧州委員会やましてやEU全体一丸となって社会的経済を促進・強化する
取り組みを強めたという事ではなく.あくまでドロールを中心とした一部の人々の間で進められ
ていたようである。
4-3.欧州共通社会的経済法の提案と取り下げ‘
「社会的経済」というフランス生まれの概念が突如EUの政策論議に導入されたことで，様々
な用語上の混乱や衝突 31 そしてそれに乗じて自らの利益の追求を図る動きも見られた。そのこ
とが現れた例として，欧州共通社会的経済法の提案と取り下げという出来事があった。
従来，協同組合-共済組合・アソシエーションの各法制度は基本的に各国で取り扱われてきた
のであるが，先に挙げた 1989年欧州委員会発行の報告書において域内市場統合に合わせて欧州
レベルで利用できる法律の策定が提案されたことを受けて，上記の社会的経済部局を中心に新た
な法制度の検討が開始された。そして1992年1月に「欧州協同組合法」法案が作成されたのだが，
1992年5月には欧州協同組合法，欧州共済組合法欧州アソシエーション法の三つをまとめて「欧
州社会的経済法」として法案が提出された(石塚 1997)。
あえて，三つの法案をまとめて提案しなおしたのは，欧州議会において欧州アソシエーション
法の制定に尽力したマリークロード・ピザド (Marie-ClaudeVayssade)氏による提案を受けて
30 従来のように数字で総局を示す形式から，担当政策に応じた名称となった。
31 この例としては.r社会的経済」を EUの政策上用いる*に対するドイツからのtf判が代表的である。ミユン
クナー (1995)参照。
のことであった。提案理由は アソシエーション法が単独で提出されても.EU内部での議論で
軽視されるのではないかとの危機感があったからだと言われている。既に見てきたように. EU 
は「社会的経済」として基本的に市場での経済活動を行う組織に着目していたので，ボランテイ
アやチャリテイといった非市場的要素も入るアソシエーションがEUの政策において軽視される
のでは，との危倶が現れたのである (Vayssadeand Venables 1993. Gjems-Onstad 1995 p.8より
引用)。
一方で，協同組合陣営の欧州レベルの有力な連合会のほとんどは，各法を欧州社会的経済法と
して一括して議論することに反対であった 32(ミュンクナー 1995)。例えばWulker(1995)は，
協同組合法が欧州社会的経済法として他と一括りで成立してしまうことで「抜け穴の多い法案」
(1袖の多いコート」と表現している)となり. 1協同組合に対する特別な関心」が薄れてしまう
のでは，との懸念を示していた (Wulker 1995 pp.l28-129.) 33。すなわちここに，協同組合や共
済組合だけでなくアソシエーションをも包括的に指し示しうる「社会的経済」という概念を利用
することで，アソシエーションが政策上の議論対象として抜け落ちないように図ったアソシエー
ション陣営がいた一方で、 逆に社会的経済という概念を用いる事によって，協同組合が獲得して
きた EUからの関心が拡散し薄れてしまう事への恐れから同法案に反対する協同組合陣営という
構図がみられるのである。その他，大部分の加盟国の無関心等の要因もあり，最終的に欧州社会
的経済法案は廃案となり，欧州協同組合法など個別の法案として議論が進められた 34 (Gjems-
Onstad 1995)。
以上の一連のやりとりから見えるのは. 1社会的経済」の明確な定義づけ及び政策上の指針の
不十分さと，それを利用して自らの利益を達成しようとする各種団体や機関の存在であるお。「社
会的経済」という概念により指し示しうる個別の組織の範囲は広大であるので，政策上取り扱う
には，具体的にどのような組織をどういった方法で支援ないしは活用するのかを明確にしない
と，今回のような混乱が起きてしまうのだと考えられる。
32 例えば農業協同組合，消費者協同組合 協同組合銀行 手工業協同組合，小売業者共同組合，住宅協同組合の
各欧州レベルの連合会が強固に反対していたと指摘されている(ミュンクナー 1995)。
33 この Wulker(1995)の論説には，思い違いと思われる点や非常に論争的な指摘も含まれており，この論考が
掲載されている雑誌の次々号 (ReviewolInternational Co.operation. vo1.8. NO.4のpp.l05-114)には，協同組
合関係者から多数の意見(反論)が寄せられている。本論でもそれらの意見を踏まえ，適切と思われる箇所を
引用した。
34 個別の法案に関する議論は継続され，欧州協同組合法は2003年に漸く成立する。その他の二つの法案と，労
働者参加の規定が記載された付属文書は 適した法制定プロセスがないとのことで2006年に一端議論が取り
下げられている。なお2005年には欧州|財団法も提案されている。(欧州委員会 IEnterpriseand Industry Jウェ
ブサイト:http://ec.europa.eu/ enterprise/policies/ sme/promoting-entrepreneurship/ social-economy /index_ 
en.htm#h2-3 (2013年9月23日閲覧。)
お他，フランスは欧州レベルの法案によって国内レベルのアソシエーション法の欠点が補えるとして，欧州社会
的経済法の制定に積極的であった。他方でドイツの主要な福祉団体は，今まで得ていた「教会税」の獲得に影
響が出ることを恐れて同法案に反対していた (Gjemscunstad1995; Kendall and Anhier 1999)。
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4-5. ドロールによる回顧
既に述べたとおり，彼は社会的経済の促進に個人的に非常に強い関心を持っており.欧州委員
会委員長としても積極的に各社会的経済組織と対話しEUの政策に反映させる機会を作り，これ
ら組織がより発展できるようにと欧州社会的経済各法の策定も推進してきた。しかし実際には，
各社会的経済組織自体に新たな事へ取り組もうとする意欲が見られず，それどころか各組織同士
で，何らかの特権と結びついているのではないかと懐疑の目を向けあっていたと指摘し当時ド
ロールが接触を試みていた各社会的経済組織の不活発さが失敗の主な要因であったと述べている
(Delors 2004)。またドロールは， I社会的経済」という用語には様々な語法上の問題が伴うとし
て， EUの政策では「サードセクターjと呼ぶことを主張していたのだが，実際には「社会的経済」
という概念の下で各種政策が進められ，最終的に彼の懸念通りの結果なってしまったと後悔して
いる (Delors2004)。ドロールの意見にもかかわらず「社会的経済jを用いることになったのに
は，フランス政府や社会的経済の連合組織など，他の何らかの勢力から強い圧力があったとも考
えられる。
5. まとめ
ここまでの検討をまとめると次のようになる。フランス生まれの概念である「社会的経済」が
EUで使用される前から， EU諸機関では協同組合や各種アソシエーションに対する関心は高まっ
ており，特に「新しい社会的経済」の雇用創出能力に期待する声が多くみられた。その後，ドロー
ルのイニシアテイヴやEU政治におけるフランス優位の政治状況などにより， EUの一つの政策
概念として「社会的経済」が導入されていったが， r社会的経済」という概念の下に「伝統的な
社会的経済Jと「新しい社会的経済」が混在しており，この時点で実際に政策上の具体的な活用
の検討が進んでいたのは，主に欧州、|域内市場での国境を越えた活動が期待された「伝統的な社会
的経済」の方であった。社会的経済部局を中心として多角的に社会的経済を強化・推進する取り
組みも見られたが，その具体的な対象と手段が定まっていなかったことや限られた人的・資金的
資源が原因となり，成果は散漫なものになってしまった。また これらの政策についてはEU内
外から様々な批判や衝突もあり，最終的にはEUの歴史上最も成功した欧州委員会委員長の一人
とも言われるドロールがイニシアテイヴ、を取っていたにもかかわらず，目立った成果を上げるこ
とができなかった。
しかし本論で検討したEUにおける社会的経済に関する各種取り組みと流れを異にして，
1990年代より徐々に，欧州雇用戦略と結びつけて社会的経済が活用されてゆくことになる。こ
れらの流れについてや，今回の検討範囲での取り組みとの違い等については，また稿を改めて論
じることとする。
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